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○ 母 子 保 健 法 （ 昭 和 四 十 年 法 律 第 百 四 十 一 号 ）（ 抄 ）（ 第 四 十 二 条 関 係 ）（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）改 正 案 現 行（低体重児の届出） （低体重児の届出）第十八条 体重が二千五百グラム未満の乳児が出生したときは、その 第十八条 体重が二千五百グラム未満の乳児が出生したときは、その保護者は、速やかに、その旨をその乳児の現在地の市町村に届け出 保護者は、速やかに、その旨をその乳児の現在地の都道府県、保健なければならない。 所を設置する市又は特別区に届け出なければならない。（未熟児の訪問指導） （未熟児の訪問指導）第十九条 市町村長は、その区域内に現在地を有する未熟児について 第十九条 都道府県、保健所を設置する市又は特別区の長は、その区、養育上必要があると認めるときは、医師、保健師、助産師又はそ 域内に現在地を有する未熟児について、養育上必要があると認めるの他の職員をして、その未熟児の保護者を訪問させ、必要な指導を ときは、医師、保健師、助産師又はその他の職員をして、その未熟行わせるものとする。 児の保護者を訪問させ、必要な指導を行わせるものとする。２ （略） ２ （略）（削る） ３ 都道府県知事は、第一項の規定による訪問指導を行うときは、当該未熟児の現在地の市町村長（保健所を設置する市の市長及び特別区の区長を除く。）に、その旨を通知しなければならない。（養育医療） （養育医療）第二十条 市町村は、養育のため病院又は診療所に入院することを必 第二十条 都道府県、保健所を設置する市又は特別区は、養育のため要とする未熟児に対し、その養育に必要な医療（以下「養育医療」 病院又は診療所に入院することを必要とする未熟児に対し、その養という。）の給付を行い、又はこれに代えて養育医療に要する費用 育に必要な医療（以下「養育医療」という。）の給付を行い、又はを支給することができる。 これに代えて養育医療に要する費用を支給することができる。２～６ （略） ２～６ （略）７ 児童福祉法第二十条第七項及び第八項並びに第二十一条の規定 ７ 児童福祉法第二十条第七項及び第八項並びに第二十一条の規定は、指定養育医療機関について、同法第二十一条の二から第二十一 は、指定養育医療機関について、同法第二十一条の二から第二十一条の四までの規定は、養育医療の給付について準用する。この場合 条の四までの規定は、養育医療の給付について準用する。この場合において、同法第二十一条の三第四項及び第二十一条の四第二項中 において、同法第二十一条の三第四項及び第二十一条の四第二項中「都道府県」とあるのは、「市町村」と読み替えるものとする。 「都道府県」とあるのは、「都道府県、保健所を設置する市又は特別区」と読み替えるものとする。
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（費用の支弁） （費用の支弁）第二十一条 市町村が行う第十二条第一項の規定による健康診査に要 第二十一条 市町村が行う第十二条第一項の規定による健康診査に要する費用及び第二十条の規定による措置に要する費用は、当該市町 する費用は、当該市町村の支弁とする。村の支弁とする。（削る） ２ 都道府県、保健所を設置する市又は特別区が行う第二十条の規定による措置に要する費用は、当該都道府県、当該市又は当該特別区の支弁とする。（都道府県の負担）第二十一条の二 都道府県は、政令の定めるところにより、前条の規 第二十一条の二 削除定により市町村が支弁する費用のうち、第二十条の規定による措置に要する費用については、その四分の一を負担するものとする。（国の負担） （国の負担）第二十一条の三 国は、政令の定めるところにより、第二十一条の規 第二十一条の三 国は、政令の定めるところにより、第二十一条第二定により市町村が支弁する費用のうち、第二十条の規定による措置 項の規定により都道府県、保健所を設置する市及び特別区が支弁すに要する費用については、その二分の一を負担するものとする。 る費用については、その二分の一を負担するものとする。（費用の徴収） （費用の徴収）第二十一条の四 第二十条の規定による養育医療の給付に要する費用 第二十一条の四 第二十条の規定による養育医療の給付に要する費用を支弁した市町村長は、当該措置を受けた者又はその扶養義務者か を支弁した都道府県、保健所を設置する市又は特別区の長は、当該ら、その負担能力に応じて、当該措置に要する費用の全部又は一部 措置を受けた者又はその扶養義務者から、その負担能力に応じて、を徴収することができる。 当該措置に要する費用の全部又は一部を徴収することができる。２ 前項の規定による費用の徴収は、徴収されるべき者の居住地又は ２ 前項の規定による費用の徴収は、徴収されるべき者の居住地又は財産所在地の市町村に嘱託することができる。 財産所在地の都道府県又は市町村に嘱託することができる。３ （略） ３ （略）


